
１．重要な会計方針
　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　（２）消費税等の会計処理
税込方式による。

　(３)固定資産の減価償却の方法
①什器備品　　　　　　　定額法による
②ソフトウエア　　 　　　定額法による

2.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

　科　　　目  取得価額 　減価償却 　　当期末残高
　　累計額

什器備品 350,910 318,724
ソフトウエア 438,480 263,088
　合　　　計 789,390 207,578 581,812

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は､次の通りである。

（単位：円）
科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産　 250,200,000 250,200,000
18,326,952,780 2,189,666,045 16,137,286,735

小 計 18,577,152,780 2,189,666,045 16,387,486,735
特定資産

小 計 228,000,000 20,000,000 248,000,000

合             計 18,805,152,780 20,000,000 2,189,666,045 16,635,486,735

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。

       （単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当

額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産　 250,200,000      (250,200,000)
16,137,286,735  (16,137,286,735)

小 計 16,387,486,735  (16,387,486,735)                  (0)
特定資産

小 計 248,000,000   (248,000,000)                  (0)

合            計 16,635,486,735  (16,387,486,735)   (248,000,000)                  (0)

周 年 記 念 事 業
102,500,000  （102,500,000）

基 金

定 期 預 金
投 資 有 価 証 券

特 定 及 び 一 般 研 究
145,500,000   (145,500,000)

助 成 事 業 基 金

周 年 記 念 事 業
82,500,000 20,000,000 102,500,000

基 金

                     財務諸表に対する注記

32,186
175,392

定 期 預 金
投 資 有 価 証 券

特 定 及 び 一般 研究 助成
145,500,000 145,500,000

事 業 基 金


